
碧南市教育委員会４月定例会議事日程表 
 

令和５年４月２７日（木） 

午後２時～ 

碧南市役所４階 庁議室 

 

１ 開会の辞 

 

２ 教育長報告 

 

３ 前回会議録の承認について 

 

４ 議  案 

 (1) 協議事項 

  ア 愛知県「休み方改革」プロジェクトについて    （資料１） 

（学校教育課） 

  イ 碧南市部活動地域移行検討委員会設置について   （資料２） 

    （学校教育課） 

(2) 報告事項 

 ア ３月議会総括質疑内容及び回答について    （資料３） 

   （関係各課） 

 イ 小中学校みどりの学校の実施について    （資料４） 

   （学校教育課） 

 ウ 教育相談事業報告について      （当日資料） 

   （学校教育課） 

(3) その他 

ア 各課報告 

イ ５月定例会  令和５年５月２５日（木）午後２時から  

碧南市藤井達吉現代美術館地下１階 多目的室Ｂ 

 

５ 閉会の辞 
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協議事項ア 愛知県「休み方改革」プロジェクトについて（学校教育課） 

 

１ 愛知県「休み方改革」プロジェクトの目的 

休み方改革を通じ、国民全体のワーク・ライフ・バランスの充実と生産性向上による日

本経済の活性化の実現を目指すことを目的とする。 

 

２ 実施の概要 

(1) 「県民の日学校ホリデー」の創設・実施 

愛知県内の公立学校（幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校）は、１１月２

１日から２７日までの「あいちウィーク」の期間中の１日を「県民の日学校ホリデー」

に指定し、学校教育法施行令第２９条の「体験的学習活動等休業日（家庭及び地域にお

ける体験的な学習活動と、その他の学習のための休業日）」とする。 

(2) 「ラーケーションの日」（校外学習活動の日）の創設・導入に向けた環境整備 

愛知県内の公立学校（小・中学校、高等学校、特別支援学校）に通う子どもたちが、

保護者等とともに、校外（家庭や地域）で体験や探究の学び・活動を、自ら考え、企画

し、実行することができる「ラーケーションの日（校外学習活動の日）」を設け、導入

に向けた環境整備を進める。（令和５年度２学期以降順次） 

「ラーケーションの日（校外学習活動の日）」は、校外での自主学習活動であること

から、学校に登校しなくても欠席とならない。（年３日まで） 

 

３ 「県民の日学校ホリデー」実施年月日（案） 

令和５年１１月２４日(金) 

 

４ その他 

  児童クラブの開所について、こども課へ協力要請する。 
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協議事項イ 碧南市部活動地域移行検討委員会設置について（学校教育課） 

 

１ 設置の目的 

国における「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイ

ドライン」（令和４年１２月２７日付け４ス庁第１６４０号スポーツ庁次長・文化庁次長

・文部科学省総合教育政策局長・文部科学省初等中等教育局長通知別添。以下「ガイドラ

イン」という。）をふまえ、碧南市部活動地域移行検討委員会（以下「検討委員会」とい

う。）を設置し、市の児童生徒にとって望ましい部活動の在り方、部活動の地域移行等に

ついて検討を図ることを目的とする。 

検討委員会では、学校における部活動の現状及び課題に関することや部活動の地域移

行に関することを検討していく。 

 

２ 制定の概要 

 (1) 所掌事務（第３条関係） 

  検討委員会は、次に掲げる事項について検討する。 

  ア 市の学校における部活動の現状及び課題に関すること 

  イ 部活動の地域移行に関すること 

 ウ その他部活動について必要と認める事項 

 (2) 組織（第４条関係） 

ア 検討委員会は、１６人以内をもって組織する。 

イ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

   (ｱ) 市内小中学校の代表者 

 (ｲ) 市内小中学校の児童生徒の保護者の代表者 

(ｳ) スポーツ活動を行う団体の代表者 

   (ｴ) 文化活動を行う団体の代表者 

   (ｵ) その他教育委員会が必要と認めた者 

 (3) 任期（第５条関係） 

ア 委員の任期は、１年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

イ 委員は再任されることができる。 

 (4) 委員長及び副委員長（第６条関係） 

ア 検討委員会に委員長及び副委員長を置く。 

イ 委員長は、委員のうちから教育委員会が指名する。 

ウ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

エ 委員長は、検討委員会を代表し、会務を総括する。 
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オ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 (5) 会議（第７条関係） 

ア 検討委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

イ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

ウ 委員長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴

くことができる。 

 (6) 専門部会（第８条関係） 

ア 検討委員会は、第３条に規定する所掌事務を分掌させるため、次に掲げる専門部会

を置く。 

   (ｱ) 運動部専門部会 

 (ｲ) 文化部専門部会 

イ 専門部会の会長は、専門部会での会議の経過及び結果を検討委員会の会長に報告

しなければならない。 

 (7) 庶務（第１１条関係） 

  検討委員会の庶務は、学校教育課において行う。 

 

３ 施行年月日 

令和５年４月２８日 
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報告事項ア ３月議会総括質疑内容及び回答について（関係各課） 

 

 ３月議会 質問内容及び回答 

                 課名  庶務課   

議員名 質問内容 回答 

岡本守正議員 

 

１．学校給食の無償化を 

(1) 給食費の無償化を行うべきと

思うが考えは。 

 

 

 

 

＜２回目＞ 

令和５年度は、３億円余の予

算となっているが、県や国から

の補助金は、あるのか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食費については、学校給

食法第１１条第２項の規定によ

り、食材料費は保護者負担とされ

ているので、給食費の無償化は考

えていない。 

 

 

令和４年度は、国の新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金の拡充により創設された

「コロナ禍における原油価格・物

価高騰対応分」を給食材料費の高

騰分に活用も可能だった。 

碧南市では、この交付金を活用

し、『子育て世帯臨時応援給付金支

給事業』として対象を広く０歳か

ら１８歳以下の子供を養育してい

る世帯に、物価高騰に対する碧南

市独自の子育て世帯への支援とし

て、子供一人当たり 15,000 円を支

給した。 

令和５年度は、今のところそう

いった国や県の補助金があるとは
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(2) 地元の農漁業者の協力の下で

地産地消給食を増やすことにつ

いて 

現状、地産地消はどのような

状況か。 

 

 

 

 

 

＜２回目＞ 

地元の農漁業者の協力の下で

地産地消給食を増やすことは。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

聞いていない。 

 

 

 

 

令和３年度の実績だが、給食で

使用した野菜やきのこ全５４種類

のうち、愛知県産は３２種類、碧

南産は２０種類で、率にして愛知

県産が 59.3％、碧南産が 37.0％と

なっている。 

 

 

給食食材の選定については、価

格のみを選定基準とするのではな

く、地元碧南産を最優先に、碧南

産が選択肢になければ愛知産をと

いう形で選定している。 

しかし、旬でなかったり、天候

不順等により、給食センターが示

す規格や品質の揃ったものや数量

が揃わない等の理由により、碧南

産や県内産を業者が調達できず、

県外産を選択せざるを得ない場合

がある。 

毎年、地元の農業者から、にん

じん、玉ねぎ、きゅうりなどをご

寄贈いただき、給食で提供するこ

とで、子どもたちに碧南ではこの
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(3) オーガニック給食を導入する

ことについてお答えください。 

 

ような野菜がつくられているとい

うことを生産者の声も届けなが

ら、食育として学んでいる。 

今後も地元農漁業者のご協力の

下で継続していきたい。 

 

市としてオーガニック給食を提

供するのであれば、安心して提供

のできる「有機ＪＡＳマーク」表

示のある農産物を使用しなければ

ならないと考えるが、この有機農

産物を使用する場合、価格、量、

品質などが課題として考えられ

る。 

一つ目として、有機農産物は慣

行農作物と比較すると価格が高

く、現在の食材費の中で賄うのは

難しい。 

二つ目は、給食センターでは、

一日に約 7,000 食の給食を提供し

ており、大量の食材を安定して確

保することが条件となるが、有機

農産物では十分な量を調達できな

い恐れがある。 

三つ目は、給食調理場では、毎

日決められた時間内に大量の食材

を調理するため、皮むき機、裁断

機等の機械類を使用し、効率よく

調理を進めなければならないが、
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食材の大きさや形状が揃っていな

かったり、虫食いなど提供できな

い部位を手作業で取り除くなど、

新たな作業が加わることで調理作

業の負担が増大し、それに伴い時

間も増大する。 

したがって、オーガニック給食

の導入は、課題が多いと認識して

いる。 

 

石川輝彦議員 

 

２．教育行政方針について 

(2) アレルギー対応給食の提供に

ついて 

 

 

 

アレルギー対応給食を実施する

には、アレルギー物質の混入を防

ぐために、別棟を建設したり、壁

で隔離された施設や設備を設けた

り、専用の調理員を配置するなど、

様々な対応が必要となる。 

そのため、大規模改修か建て替

えの際がそのタイミングと考えて

いる。 

昨年６月に一般質問をいただい

たので、再度、卵除去だけでも現

在の施設でできないか栄養教諭と

も検討してきたが、現在の施設で

は、アレルギー対応のスペースを

設けることも難しいこと、また、

専用施設ではないため間違いも起

こりやすく、安全性に欠けること

があげられ、実施には至っていな
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い状況である。 

あらためて、別の方法も含め、

検討・研究を重ねていきたい。 

 

 

 

 課名  学校教育課   

議員名 質問内容 回答 

磯貝忠通議員 ２．令和５年度教育行政方針につ

いて 

(1) 主な施策について 

ア ＧＩＧＡスクール構想の現状

と課題は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 小学校の英語教育について 

 

 

 

 

 

 

 

 

タブレット端末の導入によっ

て、自分にはない考え方にふれる

機会が増え、自分の考えを広げ、

深めることができるようになっ

た。 

 課題として、機器の不具合やバ

ージョンアップへの対応にＩＣＴ

支援員の協力が必要不可欠である

ことがある。児童生徒については、

情報モラルにかかわる対応があげ

られる。 

 

英語専科教員として、県費負担

２名・市費負担２名を予定しいる。

５・６年生の全授業に配置し、充

実した指導体制を敷いていく。 

また、ＡＬＴを４名配置し、一

緒に学ぶ環境を整える。 
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ウ 中学生の部活動の地域移行に

ついて 

 

 

休日の部活動の地域移行に取り

組む。各部活動へ、外部講師を２

名以上ずつ配置することを目指

す。 

今後も、よりよい部活動環境の

構築、確保のために地域移行を進

めていく。 

 

小池友妃子議員 ２．令和５年度教育行政方針につ

いて 

(1) 学校部活動地域移行支援事業

について 

ア 事業目的・事業概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業目的は、生徒が、質の高い

指導を受けることができるよう、

また、希望する人数が少なくて活

動ができないということがないよ

う、よりよいスポーツ活動の環境、

文化芸術活動の環境を整え、健全

な育成を図ることである 

事業概要として、休日の部活動

を地域クラブ活動へ移行すること

を推進する。運動部は、外部講師

を２名以上ずつ配置することを目

指す。文化部は、碧南市民吹奏楽

団による訪問指導、碧南市出身の

音楽家による楽器塾、音楽大学の

学生による巡回指導を予定してい

る。 
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イ 現在の部活動状況について 

 

 

 

 

 

 

ウ 小学校の部活動について 

 

 

エ 今後の予定について 

 

 

 

 

 

(2) 教育相談施設移転整備事業に

ついて 

ア 不登校及び不登校傾向の子供

たちについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

週当たり２日以上の休養日を設

けて活動している。 

運動部は、中学校部活動支援事

業を行っている。文化部は、吹奏

楽部、作法部や美術部等が活動し

ている。 

 

金管クラブ等が特別クラブとし

て活動している。 

 

他校にあって、自校にはない部

活動について、生徒が参加を希望

する場合、拠点校部活動の制度で

対応していくことを検討してい

く。 

 

 

 

不登校率は、小学校が 1.2％、中

学校が 3.85％。これは、令和３年

度の全国の不登校率と比較して少

ない現状である。 

相談室で心の教室相談員に話を

聞いてもらっている子どもや、夕

方登校し、学級担任と一緒に学習

することなどを続けている子ども

がいる。 
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イ 適応指導教室を利用する子ど

もたちについて 

 

 

 

ウ 適応指導教室での過ごし方に

ついて 

 

 

 

 

 

 

エ 移転後の適応指導教室での取

り組みについて 

 

 

 

 

(3) 日本語教育支援充実事業につ

いて 

ア 小中学校での外国人児童生徒

数について 

 

 

 

 

 

イ 日本語初期指導教室での過ご

適応指導教室「ほっぷ倶楽部」

は、不登校の子どもだけでなく不

登校傾向の子どもたちを対象とし

ている。 

 

例として、パズル・手芸・ボー

ドゲームなどを小集団で一緒に行

い、遊びをとおして会話をしなが

ら過ごす。また、個に応じた学習

の支援をしたり、新聞のコラムを

一緒に読んだりするなど、学習要

素のある活動をしている。 

 

文化会館内にある調理室や市民

図書館中部分館を利用できるた

め、活動内容の充実化を図り、学

校復帰に向けた支援と不登校対策

の強化につなげる。 

 

 

 

令和５年１月末現在、碧南市に

おける外国籍児童生徒数は、457

人で、碧南市の児童生徒数の約

７％が外国籍児童生徒である。こ

の割合は愛知県内でも多い状況で

ある。 

 

３か月間、午前中在籍校からの
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し方について 

 

 

 

ウ 日本語初期指導教室と日本語

教育担当者との関わりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 教師以外の学校関係者との取

り組みについて 

ア 児童生徒に係わる教師以外の

活動者の取組み内容について 

 

 

 

 

 

 

 

イ これまでの効果等について 

 

 

 

通室で、日本の生活習慣や学校生

活への適応を図るための初期指導

をしている。 

 

初期指導教室の開始前と終了後

に、日本語初期指導教室の指導員

と該当児童生徒の日本語技能等の

情報共有を行っている。 

学校の日本語指導では、日本語

初期指導教室で習得した生活言語

を中心とする基礎的な日本語の習

熟と授業内容を理解するための学

習言語の指導を行っている。 

 

 

 

スクールカウンセラー、スクー

ルアシスタント。外国語指導助手

（ＡＬＴ）、学校図書館司書、ハー

トフレンドをはじめ、少人数指導

対応非常勤講師、生徒指導対応非

常勤講師、小学校英語専科非常勤

講師、養護教諭非常勤講師等が勤

めている。 

 

例として、学校図書館司書が、

学校図書館を常に清潔で明るく保

ち、本を探しやすく、また、子ど

もたちが読みたくなるように整理
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ウ 今後取組みでさらに力を入れ

ていく各々の活動内容について 

 

 

 

 

 

整頓している。 

養護教諭非常勤講師は、新川小

学校と南中学校に配置している。

検診や環境測定の補助、養護教諭

が不在のときに来室する児童生徒

の対応等をしている。そのため、

保健室を締めることなく運営でき

ている。 

 

養護教諭非常勤講師をはじめ、

小学校低学年の子どもたちがより

よい学校生活を送るために欠かせ

ない少人数対応非常勤講師、これ

からの国際社会で生き抜いていく

ために必要な語学力向上に欠かせ

ないＡＬＴや英語専科教員の取組

に力を入れていく。 

 

藤浦伸介議員 

 

２．教育行政方針について 

(2) 学校教育について 

ア 養護教諭非常勤講師の配置に

ついて 

【これまでの実績、今後の見通し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養護教諭非常勤講師が、他校へ

訪問した回数は、令和４年４月か

ら令和５年１月までの間に約 150

回の要請があり、補助活動を行っ

た。 

例えば、検診や環境測定の補助、

授業で養護教諭が保健室を離れる
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イ 支援の必要な児童生徒への支

援の充実について 

(ｱ) ほっぷ倶楽部について 

 

 

 

 

(ｲ) ヤングケアラーについて 

 

ときに来室する児童生徒の対応な

どである。そのため、保健室を締

めることなく運営できた。 

 

 

 

適応指導教室「ほっぷ倶楽部」

には、令和４年１２月末現在、体

験者を含め約３０名が利用してい

る。 

 

令和４年１１月に行った調査

で、ヤングケアラーに該当する又

は該当すると疑われる児童生徒数

は、１４名である。 

今後の対応として、家庭へのサ

ポートに向け、こども課、福祉課

などの関係機関と情報共有及び連

携し、対応に努めていく。 

 

加藤厚雄議員 

 

２．令和５年度教育行政方針につ

いて 

(1) 新型コロナウイルス感染症の

影響を受けて、様々な活動や、

各種の行事開催を行ってきた

が、児童生徒の状況変化とその

対策について  

 

 

 

 

例えば、運動会では、例年行っ

ていた種目「大玉運び」で、密を

避けるため、２人で長い棒で運ぶ

ようにやり方を変えて実施し、子

どもたちや保護者から「違うやり

方でもおもしろい」と好評であっ

た。 
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(2) 教職員の状況変化とその対策

について 

 

 

 

 

 

 

(3) ウイズコロナの下で、今後の

学校教育の充実について 

 

修学旅行では、バスの中のレク

リエーションで、タブレットを活

用して事前にクイズの映像を作成

して流すことで、従来のように車

中を楽しむことができた。 

困難な状況下でも、子どもたち

は制約の中でできることを出し合

い、精一杯取り組んで楽しむこと

ができた。 

 

安全、安心を確保しながら様々

な教育活動、行事をどうしていく

か考えてやってきた。感染症対策

を講じながら実施できる方法を考

えたり、活動や行事そのものを見

直し、意義や目的を考えて、必要

に応じて精選したりしてきた。 

 

それぞれの活動の意義や目的を

見直し、大事なところや優先させ

るべきところをはっきりさせてい

く。その上で、必要に応じて内容

を精選し、やり方を工夫して実施

していく。 

 

石川輝彦議員 

 

２．教育行政方針について 

(1) 不登校、ひきこもりに対する

施策について 

ア 児童生徒の推移について 

 

 

 

令和５年１月末現在、小学校が
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イ 児童生徒に対する対応につい     

 て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 保護者に対する対応について 

 

1.2％、中学校が 3.85％で令和３

年度の全国の不登校率と比べると

低い状況である。 

 

学校では、早期発見・早期対応

を第一に、子どもたちの小さな変

化の把握に努め、職員間で情報共

有するとともに、支援策を協議し

ている。また、定期的に生活アン

ケートと個別相談を実施し、新た

な１人を出さない積極的な教育支

援に取り組んでいる。全小中学校

に心の教室を設置し、相談員を配

置している。また、スクールカウ

ンセラー、派遣型スクールカウン

セラー、碧南市教育相談室に臨床

心理相談員を配置し、相談活動の

さらなる充実を図っている。 

各小学校に、４３名のスクール

アシスタントを配置し、生活支援

をしている。さらに、学生ボラン

ティア「ハートフレンド」が相談

活動や学習支援活動をしている。 

 学校以外では、「ほっぷ倶楽部」

「フリースクールへきなん」を設

置している。 

  

学校、各機関が連携をして、不

登校児童生徒やその保護者に寄り
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添いながら教育相談及び支援活動

を行っている。スクールカウンセ

ラーからの助言を支援につなげ、

市の教育相談や適応指導教室と連

携を図っている。また、ハートフ

レンドの活動につなげるなど、状

況に応じた対応に粘り強く努めて

いる。 

実績があり、信頼できる民間の

団体であれば、学校に紹介してい

く。 

 

大竹敦子議員 ３．教育行政方針について 

(1) 先進的な教育方法を取り入れ

ていくお考えは 

 

 

 

 

 

 

(2) ＩＣＴ機器を活用した教育の

効果について 

 

 

 

 

 

 

 

遠隔地の小中学校と合同授業を

行ったり、デジタル教科書を利用

して動画やアニメーションで理解

を深めたり、さらには、蓄積した

データを分析し、児童生徒の実態

に合った問題を出題したりするこ

とがあげられる。 

 

自分にはなかった考え方に多く

ふれることができるため、自分の

考えを広げ、深める機会が増えて

いる。また、学校に直接来校する

ことができない方々ともライブで

会話することができるため、児童

生徒が知りたいことを先延ばしす

ることなくその場で解決すること
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(3) ＩＣＴ機器を活用した特別支

援教育の充実について 

ア タブレットによる学習を進め

ている本市の取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 「マルチメディアデイジー教

科書」の導入について 

 

が可能になっている。 

 

 

 

カメラ機能を利用し、見つけた

ものを撮影し、教室に戻ってから

写真を見せながら紹介したり、体

育の授業で運動動作をビデオで撮

影し、お互いの動作を確認したり

するなど、授業で活用をしている。 

どの場面でタブレットを利用す

ることが有効であるかを考慮しな

がら、積極的に活用を進めていく。 

 

現在、各校より要望がないので、

導入の予定はないが、必要に応じ

て検討していく。 

 

 

 

                 課名  生涯学習課   

議員名 質問内容 回答 

藤浦伸介議員 

 

２．教育行政方針について 

(3) 生涯学習について 

ア タイムカプセル郵便事業につ

いて 

 

 

 

 

 

 市制７５周年記念事業として、

碧南市子ども会育成連絡協議会に

委託して実施する事業。 

 日本郵趣協会のタイムカプセル

郵便制度を利用し、毎年１１月に
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イ ヘキスポスタッフについて 

  スタッフ数の経緯について 

 

 

 

 

 

 

 

【２回目質問】 

  現在の活動状況について 

 

 

 

 

 

 

 

【３回目質問】 

 支援の方法について 

 

 

 

実施する事業「子どものつどい」

にて、子どもたちから１０年後の

自分や家族へ宛てた手紙を受け付

ける。 

 

 

 ヘキスポスタッフは、文化会館

を拠点に、イベントやボランティ

ア活動をしている青年団体。 

会員数は、平成３０年度が３０

名、令和元年度は４３名、令和２

年度は５４名で、令和３年度は５

１名で、令和４年度は４９名。 

 

 

子どもを対象にした水遊びや雪

遊び事業の実施、二十歳を祝う会

の運営支援、元気ッス！へきなん

や大浜てらまちウォーキング、ク

リンピーなどの市のイベントでの

出店やボランティア活動にも積極

的に参加している。 

 

 

引き続き団体への補助や活動場

所として文化会館を提供する。ま

た、担当者が事業の提案のアドバ

イスや協力を行っている 

ヘキスポは、未来の碧南を支え
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る若い力を育むために大変重要な

団体であるため、今後も活動を支

援する。 

 

 

 

  課名  藤井達吉現代美術館   

議員名 質問内容 回答 

磯貝忠通議員 

 

２．令和５年度教育行政方針につ

いて 

(4) 藤井達吉現代美術館について 

ア アピールポイントと今後の予

定は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ どのような美術館を目指しい

ていくのか。 

 

 

 

 

増設部分１階に２か所にシャッ

ターを備えた搬入口を新設し、美

術品専用車を格納して室内での荷

受けができるようにした。既設部

分１階の改修で保存修復室を新設

し、作品のメンテナンスや軽微な

修復を行うことができるようにな

った。 

令和５年度は５月２日からのリ

ニューアル記念展始め５本の企画

展を予定している。 

 

生活の豊かさや心のゆとりをも

たらす憩いの場として、市民に親

しまれる美術館を目指し、様々な

教育普及事業や地域の方を講師と

したワークショップの開催など地

域に根差した活動を継続するなか
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で小さくてもキラリと光る美術

館、特徴を持った個性的な美術館

であり続けることが重要であると

考える。 

 

 

 

課名  スポーツ課   

議員名 質問内容 回答 

磯貝忠通議員 

 

 

 

 

 

 

１．２０２６年アジア競技大会に

ついて 

(1) 碧南市はどのような関与をし

ていくのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アジア競技大会組織委員会へ、

令和５年度から１名、令和６年度

から１名の職員派遣の依頼があ

り、職員を派遣することで連携を

図る予定。 

 国内外から多くの方が来碧され

るため、それをまちの活性化につ

なげることが大切と考え、棚尾商

店街を中心に地元商店街と連携拡

大を図る。 

 また、碧南市友好親善協会、碧

南市観光協会との連携も推進して

いく。 
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                 課名  海浜水族館   

議員名 質問内容 回答 

鈴木良和議員 

 

１．公共施設（水族館）の活用状

況について 

(1) 水族館の利用者状況について 

ア 過去５年間程の年間入場者数

はどの程度か。 

 

 

 

イ 年間何万人かの入場者がみえ

る公共施設（あおいパークと明

石公園）の施設の入場者は。 

 

 

ウ 集客力を上げるために、どの

ようなイベントを年間何回開催

しているか。 

 

 

 

 

(2) お土産スペース（市内特産物）

の拡張について 

土曜日・日曜日のみ休憩スペ

ースに増設するというお考えは

ないか。 

 

 

 

 

 

令和4年度は、2月末現在で204，

861 人となっており、水族館 40 年

の歴史の中で、歴代 2 位の入館者

数に迫る状況である。 

 

令和 4 年度 2 月末まで入場者数

は、あおいパークは 947,307 人で、

明石公園は、989,256 人回となっ

ている。 

 

令和 4 年度は、特別展が年に 2

回 150 日間ほど、イベントは年に

20 企画ほどで延べ 457 日間、その

他自然観察会、サマースクール、

工作教室、ビオトープ観察会など

を実施している。 

 

 

 

館内スペースが限られているた

め、現状では売り場面積も、商品

の保管場所も不足している。拡張

については、今後、他の行事と重

ならない日に、試験的に碧南市の
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(3) 目安箱の設置について 

アンケート調査を実施したこ

とがあるか、またアンケートの

内容と回答はどのようなもの

か。 

 

 

 

 

 

特産物などの土産品を販売するこ

とも扱えないか、関係課などとも

相談していきたいと考えている。 

 

 

平成 22 年度から館内に「アンケ

ート調査ボックス」を設置し、年

間 350 件余りの意見をいただいて

いる。来館回数や理由と共に「よ

く利用する他施設」、「水族館への

意見」、「ショップへの意見」、「そ

の他の要望・意見」を記入いただ

き展示改修や施設運営に反映させ

ている。 

 

山口春美議員 

 

１ ゼロカーボンシティと 2030

年 CO2削減目標 46％への施策は 

(2) 2030 年 CO2 削減目標 46％の

達成への施策を。 

エ 海浜水族館の渡り廊下や 2 階

に「気候危機」の問題が、よく

わかる常設展示を。 

 

 

 

 

気候危機につきましては、地球

規模の問題でもあり、様々な見解

もあることから、当館で取り扱う

内容ではないと考えている。 
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報告事項イ 小中学校みどりの学校の実施について（学校教育課） 
 
 

令和５年度小学校みどりの学校の実施について 
 

１ 日 時           令和５年６月１２日（月）～令和５年６月１６日（金） 
 

２ 場 所           岡崎市千万町町字大平田１７－５   

愛知県野外教育センター 
 

３ 参 加 者           市内小学校７校の５年生全員 ６７０名  

（別添の令和５年度みどりの学校日程のとおり） 
 

４ 経 費           宿泊料等       ４，２７７，３００円 

          内 訳         

宿泊代        児童  ４，７５０円  

                      引率者 ５，６００円 

           その他   

キャンプカウンセラー代  ３１，１００円 （１人当り） 

            キャンプファイヤー代   １２，７００円 （１校当り） 

            活動用消耗品        ８，０００円 （１校当り） 

                        

          バス借上料      ２，７０７，３２０円  

（１クラスにつき１台配車） 

        ※児童については全額を市が負担、引率者は県旅費支給分を徴収する。 
 

５. そ の 他           開校式出席者（６月１３日） …… （ 教育委員   ） 

（ 学校教育課長 ） 

          ※２４年度から開校式のみ出席 

  



資料４ 

25 

令和５年度中学校みどりの学校の実施について 
 
 

 

１. 日 時           令和５年５月２８日（日）～令和５年６月１４日（水） 
 

２. 場 所           豊田市小滝野町坂３８番地２５   

愛知県旭高原自然の家 
 

３. 参 加 者           市内中学校５校の２年生全員 ６９２名  

（別添の令和５年度みどりの学校日程のとおり） 
 

４. 経 費           宿泊料等      ６，６３５，８７４円 

          内 訳        

宿泊代       生徒   ８，２７８円  

                      引率者 １０，０９８円 

            その他   

キャンプカウンセラー代 １０，０００円（１人当り） 

            キャンプファイヤー代  ２０，０００円（１校当り） 

            施設利用料          ３，３５０円（クラス数で積算） 

            活動用消耗品      １５，０００円（１校当り） 

 

         バス借上料     ２，６４６，７５０円  

（１クラスにつき１台配車、有料道路料含む） 

          ※生徒については全額を市が負担、引率者は県旅費支給分を徴収する。 
 

５. そ の 他           開校式出席者（５月２８日） ……（ 教育委員 ） 

（ 学校教育課指導主事 ） 

          ※２４年度から開校式のみ出席 
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令和５年度みどりの学校日程    小学校（令和５年６月１２日～１６日） 

 

日 １２ １３ １４ １５ １６ 

曜日 月 火 水 木 金 

参加校 

  

└大浜小┘     └新川小┘      └棚尾小┘     └中央小┘ 

  

└西端小┘           └日進小┘   └鷲塚小┘ 

 

学級(車両)数 新川小4 中央小3 大浜小3 棚尾小4 日進小2 鷲塚小3 西端小2 21学級 

参加人員 133 100 93 117 69 90 68 670人 

 

 

 

 

 

 

令和５年度みどりの学校日程    中学校（令和５年５月２８日～６月１４日） 
 

日 ５/２８ ２９ ３０ ６/６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４  

曜日 日 月 火 火 水 木 金 土 日 月 火 水 

参加校 

  

  └ 新川中 ┘  └ 西端中 ┘└ 中央中┘└ 南 中 ┘└ 東 中 ┘ 

学級(車両)数 新川中4 中央中3 南中6 東中5 西端中2 20学級 

参加人員 140 95 218 170 69 692人 

 


